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１． 17 年 3 月期の業績(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                  （注）記載金額は単位未満を四捨五入しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

24,172   9.8 
22,022     0.8 

 

422   △4.2 
440     123.6 

 

565  △4.3 
591    103.0 

  
 

当期純利益 1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

294   1.1 
291    154.3 

13.86 
13.58 

- 
- 

2.6 
2.6 

2.1 
2.3 

2.3 
2.7 

(注) ①期中平均株式数 17 年 3 月期  20,722,891 株             16 年 3 月期  20,727,583 株 
    ②会計処理の方法の変更   有 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 配当性向 株主資本 

配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

8.0 
8.0 

4.0 
4.0 

4.0 
4.0 

166 
166 

57.7 
58.9 

1.5 
1.5 
1.   

 
(3)財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

25,679 
27,295 

11,377 
11,259 

44.3 
41.3 

548.79 
542.80 

(注) ①期末発行済株式数   17 年 3 月期  20,717,804 株 16 年 3 月期 20,725,499 株 
     ②期末自己株式数     17 年 3 月期  28,196 株         16 年 3 月期   20,501 株 
 
２．18 年 3 月期の業績予想(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

8,800 
20,400 

△240 
500 

△460 
200 

4.00  
――― 

――― 
4.00  

――― 
8.00  

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 9 円 07 銭 
 
※ 上記の業績予想の前提条件その他の関連する事項は、「経営成績及び財政状態」をご参照願います。



（単位  千円）

当  期 前  期 当  期 前  期
17.3.31 16.3.31 17.3.31 16.3.31

【 資 産 の 部 】 【 負 債 の 部 】

流　動　資　産 17,888,183 20,637,066 △ 2,748,883 流　動　負　債 12,146,071 14,046,859 △ 1,900,788

現 金 及 び 預 金 565,593 421,461 144,132 支 払 手 形 3,621,181 4,913,275 △ 1,292,094

受 取 手 形 2,028,870 3,475,904 △ 1,447,034 買 掛 金 5,719,215 5,069,955 649,260

売 掛 金 9,781,883 11,711,823 △ 1,929,940 短 期 借 入 金 2,100,000 3,100,000 △ 1,000,000

製 品 3,312,023 3,276,396 35,627 1 年以内返済予

原材料・貯蔵品 37,270 25,130 12,140 定の長期借入金

仕 掛 品 797,539 819,940 △ 22,401 未 払 金 129,917 467,184 △ 337,267

半 成 工 事 1,018,855 470,727 548,128 未 払 法 人 税 等 131,971 59,171 72,800

短 期 貸 付 金 100,000 100,000 － 未 払 費 用 12,928 5,885 7,043

未 収 入 金 99,991 209,453 △ 109,462 前 受 金 29,466 33,078 △ 3,612

繰 延 税 金 資 産 124,727 112,912 11,815 賞 与 引 当 金 137,000 134,000 3,000

その他の流動資産 21,789 19,479 2,310 受注工事損失引当金 112,000 112,000

貸 倒 引 当 金 △ 357 △ 6,159 5,802 その他の流動負債 18,873 64,351 △ 45,478

固　定　資　産 7,790,979 6,658,157 1,132,822 固　定　負　債 2,156,098 1,989,069 167,029

1,633,081 ) 1,666,196 ) △ 33,115 ) 長 期 借 入 金 750,000 583,520 166,480

建 物 229,572 245,209 △ 15,637 退職給付引当金 1,344,748 1,338,689 6,059

構 築 物 66,773 80,875 △ 14,102 役員退職慰労引当金 61,350 66,860 △ 5,510

機 械 装 置 116,470 105,391 11,079

車 輌 運 搬 具 566 917 △ 351

工具・器具及び備品 32,018 46,122 △ 14,104 【 資 本 の 部 】

土 地 1,187,682 1,187,682 － 資　　本　　金 1,665,000 1,665,000 －

80,058 ) 82,780 ) △ 2,722 ) 資 本 金 1,665,000 1,665,000 －

借 地 権 15,585 15,585 － 資 本 剰 余 金 1,005,000 1,005,000 －

電 話 加 入 権 7,400 7,400 － 資 本 準 備 金 1,005,000 1,005,000 －

施 設 利 用 権 6,116 6,408 △ 292 利 益 剰 余 金 8,681,100 8,562,056 119,044

ソ フ ト ウ ェ ア 50,957 53,387 △ 2,430 利 益 準 備 金 369,077 369,077 －

6,077,840 ) 4,909,181 ) 1,168,659 ) 任 意 積 立 金 －

投 資 有 価 証 券 176,922 179,435 △ 2,513 　別 途 積 立 金 6,745,000 6,745,000 －

関 係 会 社 株 式 4,998,541 3,760,277 1,238,264 当期未処分利益 1,567,023 1,447,979 119,044

出 資 金 74,429 102,284 △ 27,855 株式等評価差額金 34,457 33,293 1,164

長 期 貸 付 金 11,140 2,380 8,760 その他有価証券

敷 金 ・ 保 証 金 253,654 252,352 1,302 評 価 差 額 金

長 期 前 払 費 用 3,585 5,221 △ 1,636 自　己　株　式 △ 8,564 △ 6,054 △ 2,510

繰 延 税 金 資 産 559,569 544,002 15,567 自 己 株 式 △ 8,564 △ 6,054 △ 2,510

その他の投資等 6,998 75,557 △ 68,559

貸 倒 引 当 金 △ 6,998 △ 12,327 5,329

△ 66,440

34,457 33,293 1,164

△ 1,733,759

（無形固定資産）

（投資その他の資産）

資 産 合 計 負債・資本合計

資　本　合　計

25,679,162

（有形固定資産）

貸　借　対　照　表
（平成 17 年 3 月 31 日現在）

前期末比
増　　減

前期末比
増　　減

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部 負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

科　　　　　目 科　　　　　目

27,295,223 △ 1,616,061

16,035,92814,302,169

11,376,993

25,679,162

負　債　合　計

133,520 199,960

11,259,295

27,295,223

117,698

△ 1,616,061

(

(

(

(

(

(

(

(

(

(

(

(

－
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（単位  千円）

営   業   損   益
24,171,804 22,022,056 2,149,748
21,429,924 18,119,859 3,310,065

2,320,123 3,461,789 △ 1,141,666

営  業  外  損  益
営  業  外  収  益 242,055 278,586 △ 36,531
受取利息及び配当金 143,308 106,627 36,681
設 備 賃 貸 収 入 60,160 112,036 △ 51,876
雑 益 金 38,587 59,923 △ 21,336
営  業  外  費  用 98,397 128,318 △ 29,921
支 払 利 息 28,905 28,249 656
賃 貸 設 備 諸 費 用 47,723 85,564 △ 37,841
雑 損 金 21,769 14,505 7,264

特   別   利   益 - 194,021 △ 194,021
解 約 保 険 金 - 194,021 △ 194,021
特   別   損   失 152,180 397,069 △ 244,889
ゴルフ会員権売却損 14,333 4,786 9,547
ゴルフ会員権評価損 12,504 4,377 8,127
事 業 再 構 築 損 48,343 - 48,343
受注工事損失引当金繰入額 77,000 - 77,000
固 定 資 産 売 廃 却 損 - 187,346 △ 187,346
関 係 会 社 整 理 損 失 - 172,000 △ 172,000
そ の 他 の 特 別 損 失 - 28,560 △ 28,560

291,089

1,239,800

82,910

1,447,979

590,676

387,628

112,000

△ 15,461

440,408

売 上 総 利 益 2,741,880 3,902,197

営
業
損
益
の
部

営
業
外
損
益
の
部

売 上 高

特
別
損
益
の
部

3,327

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

25,607

35,000

△ 12,720

413,235

147,000

△ 28,181

115,701

△ 16

119,044

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

当 期 未 処 分 利 益

294,416

1,355,501

82,894

損　益　計　算　書

△ 18,651営 業 利 益

△ 25,261経 常 利 益

自 平成16年4月 1日

至 平成17年3月31日

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

△ 1,160,317

1,567,023

科　　　　　　　　　　　　目 前　期　比
増　 　 減

421,757

565,415

自 平成15年4月 1日

至 平成16年3月31日

当　　　　　期 前　　　　　期

経

常

損

益

の

部
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（単位  円）

（ 1 株 に つ き 4 円 ）

（ う ち 監 査 役 賞 与 ） 1,590,000 ) 1,670,000 )

平成16年11月29日に1株につき4円、総額82,894,516円の中間配当を実施いたしました。

1,567,022,829

90,053,216 92,477,996

1,476,969,613

82,901,996

利　益　処　分　案

当 期 未 処 分 利 益

利 益 処 分 額

1,447,979,129

科　　　　　　　　目

当　　　　　期 前　　　　　期

自 平成 16年 4月 1日

至 平成 17年 3月31日

自 平成 15年 4月 1日

至 平成 16年 3月31日

（注）

82,871,216

7,182,000

1,355,501,133

9,576,000

利 益 配 当 金

役 員 賞 与

次 期 繰 越 利 益

計

( ((

3
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財務諸表作成の基本となる重要な事項 

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 ： 移動平均法による原価法 

その他有価証券   

時 価 の あ る も の ： 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時 価 の な い も の ： 移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法 

製 品 ： 個別法による原価法 

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 ： 移動平均法による低価法 

仕 掛 品 ： 個別法による原価法 

半 成 工 事 ： 個別法による原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産 ： 定率法によっております。ただし、平成１０年４月１日以降取得
した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によってお
ります。 

無 形 固 定 資 産 ： 定額法によっております。ただし、ソフトウエア（自社利用分）
については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
によっております。 

４．引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 ： 債権に対する貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実
績率法により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金 ： 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しておりま
す。 

受 注 工 事 損 失 引 当 金 ： 期末において見込まれる未引渡し工事の損失発生に備えるため、
当該見込み額を計上しております。 

退 職 給 付 引 当 金 ： 従業員の退職金の支払に備えるため、退職給付債務の見込額に基
づき、当期末において発生していると認められる額を計上してお
ります。数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により、
翌期から費用処理することとしております。 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ： 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。 

（  追  加  情  報  ） ： 当期から、期末において見込まれる未引渡し工事の損失発生に備
えるため、当該見込み額を受注工事損失引当金に計上しておりま
す。 
この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業利益及び経
常利益は、35,000 千円減少し、税引前当期純利益は 112,000 千円
減少しております。 

５．リース取引の処理方法 ： リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。 
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６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
消 費 税 等 の 会 計 処 理 ： 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、未

払消費税等は流動負債の未払金に含めて表示しております。 

   

会計方針の変更 

従来、販売費及び一般管理費に計上していた販売手数料、セグメントに係る納入運搬費及び客先検査費を当期より

売上原価に計上することに変更いたしました。この変更により、従来の方法に比べ、売上原価が 1,169,445 千円増加

し、販売費及び一般管理費が同額減少しております。この変更は、当社の販売手数料、セグメントに係る納入運搬

費及び客先検査費は工事ごとに個別に発生し、内部利益管理は売上高から製品原価及び上記費用を控除した利

益を用いているため、新会計システム導入を機に利益管理の効率化を図るため行ったものです。 

 

表示方法の変更 

従来、貸借対照表の「投資その他の資産」の「その他の投資等」に含めていた「出資金」を区分掲記することとしまし

た。 

 



注記事項

（貸借対照表関係）
（ 当 期 ） （ 前 期 ）

（1） 有形固定資産の減価償却累計額 1,978,019 千円 1,883,367 千円

（2） 担保資産及び担保付債務
担保提供資産 492,273 千円 492,273 千円

200,509 千円 214,388 千円
692,782 千円 706,661 千円

担 保 付 債 務
100,000 千円 100,000 千円
450,000 千円 550,000 千円
550,000 千円 650,000 千円

（3） リース契約により使用する重要な固定資産
貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部をリース契約により
使用しております。

（4） 保証債務残高 6,158 千円 7,514 千円

（5） 関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 1,322,633 千円 3,811,042 千円
短期金銭債務 3,222,937 千円 2,319,180 千円

（6） 商法施行規則第124条第3号に規定する純資産額 34,457 千円 33,293 千円

（損益計算書関係）
（ 当 期 ） （ 前 期 ）

（1） 関係会社との取引高
売 上 高 4,358,895 千円 5,542,652 千円
仕 入 高 7,589,777 千円 6,450,676 千円
資 産 譲 渡 高 2,632 千円 636,999 千円
資 産 購 入 高 64 千円 424,819 千円
設備賃貸収入 60,160 千円 112,036 千円
設 備 賃 借 料 - 千円 17,650 千円
受 取 利 息 192 千円 3,551 千円

（2） 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額
880,135 千円 764,934 千円
11,777 千円 695,970 千円
243,683 千円 426,963 千円
297,797 千円 307,993 千円
- 千円 246,735 千円

92,803 千円 84,869 千円
142,098 千円 219,813 千円
52,620 千円 30,807 千円
100,421 千円 82,946 千円
109,425 千円 118,704 千円
20,880 千円 22,370 千円
857 千円 18,103 千円

（3） 研究開発費の総額 142,098 千円 219,813 千円

役員退職慰労引当金繰入額

旅 費 交 通 費
研 究 開 発 費
減 価 償 却 費
賞 与 引 当 金 繰 入 額

営 業 見 積 費 用
賃 借 料
販 売 手 数 料

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

土 地
建 物
計

長 期 借 入 金
長 期 借 入 金
計

1年以内返済予定の

従 業 員 給 与 ・ 手 当
運 搬 費
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連結財務諸表の注記（16ページ）の「重要な後発事象」に記載の通りであります。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（ 当 期 ） （ 前 期 ）

工具・器具及び備品 132,347 千円 145,914 千円

工具・器具及び備品 75,864 千円 72,172 千円

工具・器具及び備品 56,483 千円 73,742 千円

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」によっております。

（2）未経過リース料期末残高相当額

（ 当 期 ） （ 前 期 ）

27,822 千円 30,207 千円

28,661 千円 43,535 千円

56,483 千円 73,742 千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」によって

おります。

（3）支払リース料及び減価償却費相当額

（ 当 期 ） （ 前 期 ）

31,180 千円 32,576 千円

31,180 千円 32,576 千円

（4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

全事業年度及び当事業年度のいずれにおいても、関係会社株式で時価のあるものはありません。

期 末 残 高 相 当 額

重　要　な　後　発　事　象

リ　ー　ス　取　引　関　係

有　価　証　券　関　係

1 年 以 内

1 年 超

合　　　　　　　計

支 払 リ ー ス 料

減 価 償 却 費 相 当 額

取 得 価 額 相 当 額

減価償却累計額相当額

7



1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
退職給付引当金繰入超過額 529,700 千円 509,756 千円
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 24,963 千円 27,205 千円
賞与引当金繰入超過額 55,745 千円 54,525 千円
貸倒引当金繰入超過額 1,277 千円 5,136 千円
貸 倒 損 失 7,947 千円 49,092 千円
未払事業税・事業所税 16,770 千円 8,264 千円
資 産 評 価 損 85,008 千円 82,393 千円
受 注 工 事 損 失 引 当 金 45,573 千円 - 千円
そ の 他 6,902 千円 6,386 千円
繰 延 税 金 資 産 小 計 773,885 千円 742,757 千円
評 価 性 引 当 額 △ 65,949 千円 △ 63,002 千円
繰 延 税 金 資 産 合 計 707,936 千円 679,755 千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △ 23,640 千円 △ 22,841 千円
繰 延 税 金 負 債 合 計 △ 23,640 千円 △ 22,841 千円
繰 延 税 金 資 産 の 純 額 684,296 千円 656,914 千円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差の原因となった主な
項目別の内訳

法定実効税率 40.69 ％ 40.69 ％
（調整）

4.83 ％ 5.09 ％
△ 13.37 ％ △ 26.15 ％
2.31 ％ 2.47 ％
0.71 ％ △ 0.16 ％
- ％ 3.41 ％

△ 5.93 ％ △ 3.56 ％
△ 0.49 ％ 3.12 ％
28.75 ％ 24.91 ％

税率変更による期末繰延税金資産の修正

そ の 他
税効果会計適用後の法人税等の負担率

評 価 性 引 当 額 の 増 減

試 験 研 究 費 ・ Ｉ Ｔ 投 資 特 別 控 除

税　効　果　会　計

交際費等永久に損金に算入されない項目
受取配当金等永久に益金に算入されない項目

住 民 税 均 等 割

（  当  期  ） （  前  期  ）

（  当  期  ） （  前  期  ）
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１ 株 当 た り 情 報 

（当  期） （前  期） 

1 株当たり純資産額 548 円 79 銭 1 株当たり純資産額 542 円 80 銭 

1 株当たり当期純利益 13 円 86 銭 1 株当たり当期純利益 13 円 58 銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益に
ついては、潜在株式がないため記載しておりま
せん。 

同左 

 （注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎 
 （当期） （前期） 

 損益計算上の当期純利益（千円） 294,415 291,089 
 普通株式に係る当期純利益（千円） 287,233 281,513 
 普通株主に帰属しない金額（千円） 7,182 9,576 
 （うち利益処分による役員賞与金） (7,182) (9,576) 
 普通株式の期中平均株数（千株） 20,723 20,728 

 

 



品種別売上高

（単位　千円）

鉄道・道路用資材 7,938,262 32.8 6,464,520 29.4 22.8

導 管 用 資 材 10,166,440 42.1 7,970,770 36.2 27.5

タ ン ク 用 資 材 843,036 3.5 847,542 3.8 △ 0.5

建 築 工 事 4,532,024 18.7 5,699,014 25.9 △ 20.5

そ の 他 692,042 2.9 1,040,210 4.7 △ 33.5

合 計 24,171,804 100.0 22,022,056 100.0 9.8

品種別受注高

（単位　千円）

鉄道・道路用資材 6,168,802 30.4 4,672,731 23.0 32.0

導 管 用 資 材 7,484,700 36.8 8,991,394 44.3 △ 16.8

タ ン ク 用 資 材 826,656 4.1 861,702 4.2 △ 4.1

建 築 工 事 5,026,024 24.7 4,920,911 24.2 2.1

そ の 他 808,677 4.0 864,922 4.3 △ 6.5

合 計 20,314,859 100.0 20,311,660 100.0 0.0

品種別受注残高

（単位　千円）

鉄道・道路用資材 6,365,852 36.5 8,135,312 38.2 △ 21.8

導 管 用 資 材 7,370,093 42.2 10,051,832 47.2 △ 26.7

タ ン ク 用 資 材 1,600 0.0 17,980 0.1 △ 91.1

建 築 工 事 3,256,000 18.7 2,762,000 12.9 17.9

そ の 他 458,832 2.6 342,198 1.6 34.1

合 計 17,452,377 100.0 21,309,322 100.0 △ 18.1

品種別  売上高・受注高・受注残高

前年比
増減率（平成１7年３月３１日） （平成１６年３月３１日）

金     額 構成比％ 金     額 構成比％

構成比％ 金     額 構成比％

品　　　　種
当　　　　　期 前　　　　　期

品　　　　種 前年比
増減率

品　　　　種
当　　　　　期 前　　　　　期

前年比
増減率（平成16.4.1～17.3.31） （平成15.4.1～16.3.31）

金     額

金     額 構成比％ 金     額 構成比％

当　　　　　期 前　　　　　期

（平成16.4.1～17.3.31） （平成15.4.1～16.3.31）
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役 員 の 異 動 

 

１．代表者の異動 

該当事項はありません。 
 

 
 
 

 

２．その他の役員の異動（平成17年6月28日付予定） 

（１）新任取締役候補       
 

取 締 役      
 
徳
とく

本
もと

 豪
ひで

男
お

 
 
(現 当社 理事経営管理本部総務部長) 

 
取 締 役      

 
佐
さ

久
く

間
ま

 章
あきら

 
 
(現 石川島播磨重工業株式会社 

     物流・鉄構事業本部橋梁営業部専門部長) 

 
取 締 役      

 
黒
くろ

石
いし

 治
はる

行
ゆき

 
 
(現 石川島播磨重工業株式会社 

 
 

 
 

 
物流・鉄構事業本部 
物流システム営業部専門部長代理) 

（２）新任監査役候補       

 監 査 役  木
き

佐
さ

森
もり

 演
ひろ

行
ゆき

  (現 石川島播磨重工業株式会社 
     経営企画部関係会社グループ専門部長) 

 監 査 役  高
たか

橋
はし

 宏
ひろ

之
ゆき

  (現 石川島播磨重工業株式会社 

     
     物流・鉄構事業本部 

管理部関係会社グループ課長) 

 監 査 役  桑
くわ

田
た

 敦
あつし

  (現 石川島播磨重工業株式会社 

     
     物流・鉄構事業本部 

物流システム営業部部長) 

（３）退任予定監査役     

 監 査 役（社外監査役）  瀬
せ

川
がわ

敬
たか

司
し

   

 監 査 役（社外監査役）  塩
しお

屋
や

正
まさ

廣
ひろ

   

 監 査 役（社外監査役）  戸
と

原
はら

淳
じゅん

次
じ

   

（４）昇格予定役員     

 常務取締役  古
ふる

谷
や

泰
やす

久
ひさ

  (現 当社 取締役セグメント事業本部本部長) 

 
 （注）１．新任取締役候補者佐久間章、黒石治行の両氏は、商法第 188 条第 2項第 7号ノ 2に定める社外 

取締役であります。 
    ２．新任監査役候補者木佐森演行、高橋宏之、桑田敦の各氏は、「株式会社の監査等に関する商法 

の特例に関する法律」第 18 条第１項に定める社外監査役であります。 
    ３．上記役員の異動については、平成 17年 2月 28 日に東京証券取引所において開示済であります。 
 


